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1は じめ に

1998(平 成10)年 、地方 自治法 にもとつ く自治体外部監査制度が新たに導入 された。改

めて指摘す るまで もな く、その背景 には 自治体財政の深刻な危機的状 況が横たわっている

のであって、当該監査制度の導入は、長年にわた る財政改革論議 の1つ の到達点 を示すも

の と評 しうるであろう。

自治体外部監査制度 の導入に関連 して見逃せないもう1つ の重要 な側面は、当該制度の

法案可決(1997年)お よび導入(1998年)を 契機 に して、地方 自治体の会計(以 下 「政府

会計」 とい う)(1)に 関する議論、研究、試行的実務が幅広 く観察され るようになったこと

である。 と くに、 当該監査制度の導入に呼応 してい くつかの 自治体がバラ ンス シー トの試

行的作成に着手 し、その結果を一般に公表 して以来、現金収支(フ ロー)の 管理を前提 と

していた これまでの会計制度を、経済 的資源(ス トック)の 情報管理 を中心に改める傾向

が顕著 となった。 また、 自治体 の業績評価やそれ に必要な情報開示のあ り方をめ ぐる議論

や研究 も喧 しくなってい る。

本稿の 目的は、以上の ような状況認識の もとに、政府会計研究 をすすめるための予備的 究

作業 として、2000(平 成12)年 時点における政府会 計の現状 と先行研究の到達点 を、内外

の主要な関連文献および先行研究 によ りつつ、整理 ・検討す るこ とにある。本稿が、政府

会計のあ り方をめ ぐる今後 の議論 の活性化 に多少な りとも貢献 することがで きれば幸いで

ある。

11政 府会計の現状

ここでは、政府会計の現状を把握するために、現在 に至 る政府会計制度の沿革、政府会

計 に関す る国内外 の動向、政府会計論議 の中心課題である 「バ ランスシー ト作成基準」の

現況、お よびバ ランスシー トにおける今 日的な作成意義の4点 について概観 してい くこ と

に したい。

(1)政 府会計制度の沿革 とその改革 をめ ぐる動 向

明治以来、政府お よび 自治体財政 の会計制度 においては、現金収支 を前提 と した歳入 ・

歳出額(す なわちフロー ・ベース)の 計算 ・管理が踏襲されてい る。地方 自治法第210条

では、会計年度におけ る一切 の収入 ・支 出に対 して、 これを予算 に編入す るこ とが義務付

けられている。ここでいう予算 とは、「歳入歳出予算」、「継続費」、「債務負担行為」、「地方
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債」、「一時借入金」等か らな り(同215条)、 各 々は、支払 うべ き現金が必要なだけ調達で

きるか否かに管理 の主眼が置かれてい る。つ ま りここでは単年度 ごとの現金の流れが計算

されるのみで、蓄積 された投資状況(ス トック ・ベース)の 金額は把握 されない。

1962(昭 和37)年 に、第一次臨調(会 長 ・佐藤喜一郎三井銀行会長)が 、事業別予算制

度 の導入や予算執行の弾力化 お よび複 式簿記採用な どを基本 とした 「行政の総合調 整」、

「行政運用の合理化 ・効 率化」を答 申 したが、 この答 申は関係各省庁の抵抗 によ り実現 し

なかった。答 申では とくに、「資本的経費 と経常的経費の区別がつかない」 ことに批判が集

中 したが、当局は、経常費 と資本費 を内部 的に区分管理 し、かつ債務残高 を別途把握 して

いることを挙げ、かかる批判は当たらない と反論 した(2)。 第一次臨調以降 も、政府 「地 方

財政会計制度調査会」等で公会計制度改革の議 論が続いたが、具体的な成果はほ とん ど得

られなか った。

1987(昭 和62)年 に、財団法人地方 自治協会(現 ・地方 自治研究機構)が 、 自治省の協

力 のもとに、「企業会計的手法 に よる財政分析 と今後 の財政運営のあ り方に関する調査研

究」の報告書を発表 し、そのなかで、公会計制度改革の根幹の一つ と して、 自治体 におけ

るバランスシー ト作成の意義を強調 した(3)。 ちなみに、同報告書は、自治体バ ランスシー

トの具体的な作成手法 を提示 したわが国で初めての文書である。 またこれ と同 じ年 に、神

戸市(神 戸都市問題研究所 ・神戸市公会計制度研究会)お よび熊本県が、それぞれのバ ラ

ンス シー トを作成 した(4)。 これ らの動 きは、第一次臨調以来求められて きた制度改革の一

プロセス と考 えられ、現在の潮流に先行 したもの として位 置づけることがで きる。

1997(平 成9)年 に、地方 自治法改正案が可決 され、 自治体外部監査制度 が各 自治体 にお

いて新たに導入され るこ とになった。 自治体の危機 的状況に対す る財政改革 の議論が喧 し

くな り、これに対応するかたちで、監査制度の充実が図 られたもので ある。こう したなか

で、財団法人社会経済生産性本部は、 自治体 の財政状態の開示の充実 を目指 した 「決算統

計にもとついた企業会計的分析手法研究」に着手 し、1997(平 成9)年 に報告書 を発表 した。

当該研究で も、「現金主義会計の修正」や 「固定資産の減価償却 」など企業会計手法 にもと

ついたバラ ンスシー トの作成や、 これを用いた財務分析の考察が 中心 とな ってい る。この

研究 を主導 したのは、日本公認会計士協会(以 下JICPA)の 公会計委員および藤沢市をは じ

めとする複数の 自治体であ り、研究の1つ の具体的成果 として、藤沢市のバ ランスシー ト

が一般 に公表されている。

1997年(平 成9)年 、大蔵省は独 自に公会計基準の作成 をJICPAに 依頼 し、その成果 と

して 「公会計原則(試 案)」 が公表 されてい る。 これは、「公的部 門に共通 な報告 目的を明

示 し、更に、開示 に当たっての統一基準を明瞭 に示す」ことを目的 とし(5)、 前文、前文注

解、一般原則、貸借対照表原則、成果報告原則、資金収支計算書原則 よ り構成され る。内

容の特徴点 としては、①公会計を巡 る世界 の動向をで きるだけ多 く取 り込 んだこと、②公

会計財務報告 の目的をは っきりさせたこと、③会計の基礎 として 「発生主義」を提唱 して

いること、④非財務情報 を提供す る成果報告書 を財務諸表 の一部 と考えていること、⑤ 固
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定 資産の評価 に取得原価主義を採用 し、減価償却 を行わない 「繰延維持補修会計」を採用

してい ること等が挙 げられ る(6)。

1998(平 成10)年 に改正地方 自治法 が施行 されたことにともない、バラ ンスシー トを作

成 もしくは作成 を検討する自治体が急増 した。1997(平 成9)年 までに作成 を試み た自治

体 は、神戸市(1987年)、 熊本県(1987年)、 高山市(1994年)、 藤沢市(1997年)等 僅か

であったが、その後の2年 間(1998～1999年)で 、一気 に100を 越える自治体がバランス

シー トを作成 も しくは作成 を検討す るに至っている(次 項参照)。 バ ランスシー トの試行的

作成実務 の急増 を うなが した1つ の重要な契機 として、三重 県が北川知事の リーダー シッ

プのもとに、部門別業績情報の開示に取組む とともに、 同県のバランス シー トを先駆的 に

作成 ・公表 したこ とが指摘で きるであろう。 自治体 のス トックに係 る財務情報 を、議会の

承認 を経て広 く一般 に開示 し、 これがマスコ ミ等 メデ ィアで大 き く取 り上げ られた結果、

バランスシー ト作成の必要性 に関す る認識が他の 自治体 に広 まったのである。他 方、東京

都でも、石原知事がバラ ンスシー トの重要性 をテ レビ ・新 聞等のメデ ィアで強調するとと

もに、JICPAと 協力 して基準作成 に着手 し、1999(平 成11)年7月 にその内容を発表 した。

都財務局では、他 の自治体 が参考 にで きるような本格的基準 を作成する意 向を見せ(7)、 翌

年5月 に、「機能 するバ ランス シー ト」(中 間報告)と して公表 してい る。

1999平 成11年2月 、首相の諮問機関である 「経済戦略会議」(樋 口広太郎議i長)は 、

最終答 申 『日本経済再生への戦略』を小渕恵三首相(当 時)に 提出 した。同答申の中で、「公

会計制度」の改善が重要項 目の1つ として盛込 まれてい る。具体的には、①企業会計原則

の基本的要素 を踏 まえつつ 「財務諸表」 を導入すべ きであ るこ と、②決算 に関 しては外部

監査 の導入 ・拡充を行 うとともに徹底 した情報開示を行 うこと、③財投資金 の運用実態(各

財投機関別 のバラ ンスシー ト)を 明確 な形で国民 に公 開 して財投機 関に企業会計基準 を採

用すること等が答 申されてい る。

2000平 成12年3月 、 自治省はそれまでの議論の経緯を踏 まえて 「地方公共 団体 の総

合的な財務分析 に関す る調査研究会」を組識 し、「地方公共団体の財政状況を総合的かつ長

期的に把握 する」観点か ら、 自治体バラ ンスシー トの作成手法 に関する指針 を公表 してい

る(8)。 そこで示 された自治体バ ランスシー ト作成のポイン トは、①有形 固定資産 の評価 に

おいて取得原価主義 を採 用すること、②有形固定資産を行政 目的別に表示す ること、③土

地以外 に減価償却すること、④負債に退職給与引当金 を計上すること、⑤正味資産は、国 ・

県支出金 と一般財源等 に区分 して表示すること等 となってい る。

(2)政 府会計改革の国内外の現状

以上か ら明 らかなように、政府会計制度の改革をめ ぐる今 日の議論では、「バ ランスシー

トをいかに作成すべ きか」が、主たる論点 とな ってい る。 自治省がバ ランス シー ト作成指

針 を公表するに至 ったのは、 その象徴的な事例 といえる。 また、 自治省が当該指針 を公表

す るまで、わが国にはバ ランスシー ト作成に関す る統一基準が存在せず、 自治体 の開示す
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る財務情報 に比較可能性 が欠如 している との問題指摘が相次いだことも看過 されてはな ら

ないであろう(9)。

日経産業消費研究所 が全国671市 と東京23区 を対象 に調査 した ところ(2000年6月)、

バランスシー トを導入済み または導入を予定 ・検討 してい るのは全体 の31.7%に 上 り、前

年調査の3倍 に増加 してい ることが分かった。会津若松市や東京都立川市な ど30市3区 が

導入予定 とし、導入 を検討中は149市5区 に達 している。また同時点 において、29市1区

が公社な どを含めだ 「連結決算」 の導入 を検討(も しくは予定)し ている とされる。不透

明 と言われ る公社 や第三セクターの経営実態 を明 らか にし、財政 の全容を示す ことが連結

決算導入の眼 目といって よいであろう。

1999(平 成11)年12月 に、他 自治体 に先ん じて連結決算を公表 した神奈川県:藤沢市は、

一般会計 ・特別会計のほか公営企業会計 や土地開発公社
、市が出資す る公益法人、株 式会

社な どを連結対象 にしている。政府 ・自民党 も、2001年 春を 目処 に現在38あ る特殊法人(特

別会計)の すべて に連結財務諸表 の作成 を義務 づけ、特殊法人への資金 の流れを透明化 さ

せ る方向で検討 を進めている。JICPAに 連結財務諸表のガイ ドライン作成 を要請 し、2001

年春か らの適用を 目指 す予定である(10)。 .

また、「事務事業評価 ・政策評価 システム」については、導入済みが千葉県市川市や滋賀

県長浜市 をは じめ43市8区 、導入予定は71市4区 、検討中は162市7区 に上 っている。

当該 システ ムは、各部 門で実施す る事務 や事業 を数値 によって管理(目 標管理 ・達成度管

理)す るものであ り、三重県が 「事務事業評価 システム」として1995年 に初 めて導入 した。

さらに、同県や長浜市、兵庫県尼崎市等では、アメリカのニ ュー ヨー ク市やイ ンデ ィアナ ・

ポ リス市にな らい、先進的な 「ABC原 価計算」手法の導入が検討されてい る(2000年 時

点)。

他方、海外 に目を転 じる と、ニュージーラ ン ドに代表 され る公会計整備 の先進国では、

将来 に発生 する費用 を織 り込んで減価償却な どを実施 する 「発生主義」の導入 と、これ に

伴 う財政状態の管理が従前 よ り実施 されている。また、 アメリカの連邦会計基準諮問会議

(FASAB)や 公会計基準審議i会(GASB)は 、すでに公会計 の概念書 ・基準書作成 に着手 し、

その成果を順次公表 している(事 項参照)。

こうしたなか、公的部 門の国際統一会計基準づ くりを進めている国際会計士連盟(IFAC)

は、国際会計基準委員会(IASC)の 理事会 において公会計の新基準作成で緊密に協力 して

い くよう要請 した(2000年6月)。 ここでは、各国の財政報告情報の均質化 をは じめ とする

「会計基準の国際調和」が強調されてお り、政府会計基準 も、国際的 に一本化する方向で

動 き出 している(11)。

(3)自 治体パランスシー トの作成基準をめぐる状況

自治体バランスシートの作成においては、企業会計の 「企業会計原則」に相当する 「公

正妥当な会計処理基準」が存在しない。既述のように、財団法人地方自治研究機構(1987
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年)、財 団法人社会経済生産 性本部(1997年)、 大蔵省 ・JICPA(1997年)、 自治省(2000年)、

東京都(2000年)等 がこれまでバ ランスシー ト作成 を含む会計基準の試案 ・指針 をそれぞ

れ公表 している。また、独 自の作成基準 によってバ ランスシー トを作成 する自治体 も一部

に見 られ る。

公式的な統一基準が存在 しない時期(1987年)、 神戸市は、独 自の処理手法によ りバ ラン

スシー トを作成 した。 しか し、財 団法人地方 自治研究機構 が自治省の協 力の もとにバ ラン

スシー トの作成基準を公表(1987年)し たのをうけて、熊本県(1987年)や 長野県高山市(1994

年)が 当該基準を採用 してバ ランスシー トの作成 に着手 した。他方では、藤沢市(1997年)

や京都市(1998年)の ように、財団法人社会経済生産性本部の作成基準を参考に している

自治体 も散見 され る。以上のほか、三重県(1998年)、 東京都(1999年)、 宮城 県(1999年)、

札幌市(1999年)等 は独 自の作成基準 を採用 している。とくに東京都は既述 のように、JICPA

と提携 して他 自治体が参照で きる基準書作 りを目指 し、2000年5月 に、「機能するバ ランス

シー ト」(中 間報告)に よって独 自の基準を設定 している。

その後、 自治省がバ ランスシー トの作成基準 を公表 したことにともない(2000年3月)、

それ以降にバランスシー トの作成 に着手 した自治体の多 くは、 自治省基準 を採用す るよう

になった(滋 賀県 ・埼玉県 ・愛知 県 ・岡山県 ・川崎市 ・北九州市 ・岡山市 ・長野市 ・広 島

市 ・高松市等)。 なかには滋賀県や広島市のように、それ まで独 自の基準にもとついてバラ

ンスシー トを作成 していた もの を、 自治省基準に転換 した自治体 もあ る。総 じて、現 時点

(2000年)に おいては、 自治省の作成基準が国内標準 にな りつつある(12)。 主た る作成基

準の概要を整理 して示せば、表1の ようになる。

表1自 治体バランスシー トの主たる作成基準の内容比較

作成

団体

地方自治研究

機構(昭 和62)

社会経済生産性

本部(平成9)

大蔵省 ・JICPA

(平成9)

自治省

(平成12)

東京都

(平成12)

資産 ・固定配列

・繰延資産表示

・流動配列

・繰延資産表示

・流動配列 ・固定配列

・繰延資産表示

せず

・流動配列

・繰延資産表示

固定

資産

・土地、建物(土

木農林水 産/教

育/そ の他)に 区

分
・インフラ15年 、そ

の他40年 で減

価償却

・土地、インフラ、イン

フラ外 建物 に区分
・インフラは減価償

却 しない

・普 通財産 、

行政 財 産、 特

定財 産(インフラ、

文化 、防衛 用 、

天 然資源 、コミュ

ニティ)に区分

・行政 目的別に

表示
・行政 目的別に

耐用年数を設定

して減価償却

・行政資産、普

通資産、投資等

に区分
・インフラは簿外 に

注記
・償却資産に対

して減価償却

負債 ・固定配列

・引当金なし

・流動配列

・引当金な し

・固定配列

・退職給与引当

金表示

・流動配列

・退職給与引当

金表示
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アメ リカでは、州 ・地方政府の会計基準設定 と連邦政府のそれは、制度的に明確 に分離

されている。州 ・地方政府 の会計基準 については、1984年 に設立された政府会計基準審議

会(GASB)が その任 にあた っている。同審議会は、1987年 に概念書第1号 「財務報告の目

的」を公表 して以来、現時点(2000年)ま でに、概念書(第1～2号)と 基準書(第1～

35号)を 公表 している。

他 方、連邦政府会計 については、1921年 設立に設立された会計検査 院(GAO)が 組識 ・機

能の中心であ り、1972年 に、連邦政府の監査基準 を公表 した(1988年 に新訂監査基準 を発

行)。1990年10月 には、財務長官、予算 ・管理局長、お よび会計検査院をスポンサー とす

る連邦政府の会計基準諮問会議(FASAB)が 、連邦政府の会計原則 を助言するために設立さ

れた。同諮問会議 によって、現在(2000年)ま で に、概念書(第1～3号)と 基準書(第

1号 ～18号)が 公表 されている。

国際基準 としては、IFACが 、公機関委員会(PublicSectorCo皿ittee)を つ うじて、「国

家 ・自治体 ・政府特殊法人に関する国際会計基準(国 際公会計基準)」(InternationalPublic
ρS
ectorAccountingStandards)を 公表 した(表2)。 この会計基準 の体 系は国際会計基準

(IAS)の それ と類似 してお り、 また内容的 にも政府部門特有のもの以外は、IACの 内容 と

調整され、基本的には 同一のもの とな ってい る。この ように政府会計の国際基準が整備 さ

れて くると、既述のように、将来 的には、企業会計 において観察 されたの と同様 に、国内

基準 と国際基準の調和化が大 きな課題 となるであ ろう。

表2こ れまでに公表された国際公会計基準

会計基準番号 会計基準の表題
IPSAS1号 財務諸表の表示

IPSAS2号 キャッシュフロー計算書

IPSAS3号 基幹の純剰余または欠損、基本的誤謬、会計方針の変更

IPSAS4号 外国為替L一 ト変動の影響

IPSAS5号 借入 コス ト

IPSAS6号 連結財務諸表と支配している機関の会計

IPSAS7号 関係会社への投資の会計

IPSAS8号 ジョイン トベ ンチャーに対する持分の財務報告

(4)自 治体 パラ ンスシー トの作成意義

前述 のとお り、現在の政府会計において は自治体バ ランスシー トの作成基準をいかに構

築 すべ きかが議論の中心 となっている。そ こで、以下では、その理 由について若干の考察

を試みたい。

自治体バ ランスシー トの作成意義 として挙げ られ るのは、 まず第1に 、資金調達の地方
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分権化 によって 「起債許 可制度廃止」が取 り沙汰 され るなかで、地方債発行 のために 自治

体の信用力を評価 する必要 が生 じたことであ る。格付 け会社が地方債 の格付 けを実施 する

場合、 あるいは投 資家が地方債 を購入する場合、その判断材料 として、精緻な財務情報 が

必要 となる。さらにバ ランスシー トが利用で きれば、各種の財務指標 を算 出することが可

能 となる。

第2に 、自治体 の財政状況 に関す る「説明責任 」(accountability)の 要請が挙 げ られ る。

わが国の現状 では、財政危機がいかに して生 じ、それが今後 どのような帰結 をもた らすか

について、納税者である と同時 に、地方 自治の主役で もある住民に十分な情報が提供 され

ていない。こうした説明責任 の放 棄 ともいえるような状況 が、今 日の危機的状況 をさらに

深刻化させている。財政 を再建す るうえでも、十分 かつ必要な情報 にもとついた住民の理

解 と協力が不可欠の前提 となろう。バ ランスシー トにおけ るス トック情報の開示が実現す

れば、①財政支出が単年度の収支 とともに資産 ・負債 の増減 にどう結びついてい るか、②

公共投資によって資産や負債は どの程度増減 したか、③ 自治体が将来返済することを約 し

た債務が現時点で どれだけあ るか等について、住民に体系的かつ包括的 に説 明す るこ とが

で きる。住 民に対 する説 明責任 の履行は、住 民の地方 自治へ の参加意欲 を促 すことにもつ

ながるであろう。

第3は 、行政活動 の業績評価 に対す る要請である。欧米先進諸国では、 フローお よびス

トックの両面か ら財務状 況を把握 したうえで業績評価 を行 う実務が浸透 してお り、業績評

価 の結果 を政策 プロセス にフィー ドバ ックさせ ることで組織内に効率化のイ ンセ ンテ ィブ

を生み出す という方法が とられている。 しか し、現在わが国ではこう した制度的仕組みは

存在せず、政策有効性 の評価 システムは、欧米先進諸国に較べて大 き く立 ち遅れてい る。

こうした状況を多少な りとも改善するためには、バ ランスシー トによるス トヅク状況の把

握が必要 となる。

iii政府会計研究の到達点

1998年 に自治体外部監査制度が施行 され、同年に三重 県がバ ランスシー トを作成 ・公表

して以来、バランスシー トを含めた政府会計の議論が急速な盛 り上が りを見せてい る。こ

の節では、 自治体の財務会計お よびその隣接領域(業 績評価 ・管理会計、監査)に おけ る

現時点(2000年)で の研究の到達点について、具体 的な研究成果 にも言及 しなが ら整理 ・

検討 してい きたい。

(1)財 務会計における研究到達点

①公認会計士を中心とする基準作成と研究

これまでみてきたとおり、わが国およびアメリカにおいては、実務家とりわけ公認会計
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写

士が、政府会計に関す る基準書の作成お よび学究的考察 に中心的役割 を果た して きた。わ

が国では、財団法人社会経済生産性本部 によるバ ランスシー ト作成基準の作成や、大蔵省

による公会計原則(試 案)の 起草に、公認会計士が多数参加 してい る。また、藤沢市(1997

年)、 東京都(1999年)、 宮城 県(1999年)等 の 自治体バランスシー トの作成 において も、

公認会計士が参画 している。アメリカにおいて も、た とえばGASBに おける会計基準 の作成

には、アメ リカ公認会計士協会(AICPA)が 、主要な役割 を果 た してい る。

研究の成果 としては、世界16力 国 ・地域 にお ける政府会計制度を調査 し、会計の基礎お

よび測定に もとつ く国 ・地域別の分類を行 った筆谷勇 『公会計原則の解説』(中 央経済社、

1999年)が 注 目される。同書では、各国における資産 ・負債の認識 ・測定基準や正味資産(企

業会計の 「資本」にあた る)の 概念 について、細部 にわた り分類 ・整理がな されてい る。

また、JICPA公 会計委員会専 門部会においても、「地方公共団体のあるべ き会計制度」の構i

築 を目指 し、複数の 自治体 において作成 されたバ ランスシー トについて、い くつかの着眼

点 を選定 して比較表を作成 し、論点整理の作業 を進 めている(13)。

しか し財務会計におけ るこれ らの成果は、おもに国内外の財務会計制度の実態 を紹介 ・

整理 したものであ り、理論 的に立 ち入 った検討を行 ったものではない。固定資産の認識 ・

測定や引当金 の認識、正味資産の表示な ど、多面的考察を要す る問題 が山積す る一方で、

そう した問題 について理論的に深 く斬 り込んだ研究業績 は皆無 に近い。数少ない理論研究

の先行事例 として、たとえば固定資産の評価問題 を論 じた、山本清 「政府部門におけ る固

定資産会計の国際的動向 と展望」『會計』(第152巻5号 、1997年)お よび筆谷勇 「公会計に

お ける固定資産会計」『公会計研究』(第1巻 第1号 、1999年)が ある(14)。 また、債務 負担

行為の負債性 を論 じた、醍醐聰 「自治体会計の現状 と改革の方向」『企業会計』(第52巻 第

6号 、2000年6月)が ある。

② 固定資産 の認識 ・測定に関する請問題

JICPAは 自治体 が作成 したバランスシー トについて、い くつかの着眼点を選定 してその比

較表 を作成 し、論点の整理作業 を進 めてい る。論点整理の対象は全部で23項 目にのぼ るが、

このうち9項 目が固定資産 に関す るもの となっている。 自治体バランス シー トの一般的な

作成手法は、① まず資産 の総額 を測定 し、②次 に地方債な どの負債総額 を計算 し、③資産

か ら負債 を差引いて便宜的 に企業会計の資本 に相 当する部分(正 味財産)を 算出す る。

負債 については、地方債がその大部分であ り、客観的 に当該金額 を決定 することがで き

るので、 さ しあた り大 きな問題 はない(た だ し、醍醐、前掲論文では、債務負担行為のオフ

バランス処理が問題 とされ る)。 これに対 し、資産については、道路や橋梁等(以 下 「イン

フラ資産」 とい う)の 評価 に裁量性が介在す るため、その金額 を客観 的に決定 することが

きわめて難 しい。 自治体バ ランスシー トにおいては一般 にイ ンフラ資産 が資産の大 きな部

分を占めるので、 この問題は、正味財産の金額決定 に重大かつ直接 的な影響 を及ぼす。

固定資産の評価方法は、ほ とんどの 自治体が過年度の普通建設事業費を累積 する手法 を
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とっている。これは、自治省基準(2000年)で 示された手法と合致する。ここで問題とな

る主要な論点は、①普通建設事業費の累計開始年度が自治体によって様々であること、②

固定資産を一律に減価償却する自治体とインフラ資産に限り減価償却しない自治体がある

こと、③補助金として市町村や法人に支出した普通建設事業費は財産として残らない(換

言すれば所有権がない)た め資産から除外する自治体があることである。とくに①の問題

は、普通建設事業費の累計開始年度如何によっていくらでも固定資産額が伸縮するため、

財務情報の信頼性という観点からは看過できない問題といえよう。また、減価償却の有無

も資産の評価額に大きな影響を与えるため、自治体資産のあるべき減耗会計についても今

後さらなる議論が必要となろう。

③制度 と概念 に関する先行研 究

アメ リカを中心 とす る海外の政府会計の制度お よび基本概念 に関する考察が、 これ まで

のわが国政府会計研究の中心であ った。先行研究の多 くは、 アメ リカ連邦政府会計検査院

(GAO)に おけ る監査制度 をサーベイ したもあ、 もしくはGASBが 公表 した概念書 を分析 ・

考察 したもの とな っている。

当該領域での研究 においては、 これまでの研究成果 を継承 しつつ、その成果の理論的基

礎 を会計基準お よび監査基準の考察へ と展開させてい くことが、今後 ます ます重要にな っ

て くるであろう。米国公会計制度(監 査制度を含む)を 史的に概観 したうえで 当該制度の

変遷過程 を体 系的に分析 ・検討 した業績 として、石井薫 『公会計論』(同 文舘、1989年)が

ある。また、GASB概 念書における政府会計の有用性、報告対象、報告 目的等 について考察

した業績 として、瓦田多賀 四 『公会計の基礎理論』(清 文社、1996年)が ある。

(2)そ の他の領域 における研 究到達点

①業績評価 と管理会計 に関す る研 究

三重県が全国に先駆けて実施 した 「事務事業評価システム」(1995年)が 全国の 自治体 に

影響を与え、千葉県市川市や滋賀県長浜市をは じめ43市8区 が相次いで同種 のシステムの

導入に踏み切 った。また、導入予定は71市4区 、検討中は162市7区 に上 ってい る。三重

県や長浜市、尼崎市等は、米国のニューヨー ク市やインデ ィアナ ・ポ リス市にな らって 「A

BC」(activity-basedcosting、 活動基準原価計算)の 導入 を検討 してい る。バ ランスシ

ー トの導入が一段落 した時点で、次 の段 階 として当該評価 システムについて研究 し、その

導入 を模索する自治体 が増えている。

こう した状況 をうけて、政府会計研究において も自治体 の業績評価 に関す る研究が盛ん

である。公表され た業績 をみるか ぎ り、会計学研究者 よ りも、財政学研究者や政治学研究

者が先ん じて、その研究 を進めてい るようである。表3に 、 自治体 の業績評価 に関す る主

要な先行研究 を示す。ここに掲 げた業績の うち、 山本清(1989年)と 石原俊彦(1999年)が 、

会計学研究者によるものであ る。
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表3自 治体の業績評価に関する主要な先行研究

開o 書名 編者 ・著者 出版社 発刊年
1 田中宗孝 『新行政評価理論』第一法規 出版、1983年 。

2 山本清 「公共事業の評価システムに関する考察」『会計検査研究』創刊号、1989年9月 。

3 森杉壽芳 『公共セクターの効率化(費 用便益分析)』 東京大学出版、1991年 。

4 大久保皓生 『行政管理のシステム(行 政評価の意義と測定)』勤草書房 、1993年 。

5 岐阜県地方 自治大学校 『政策評価モデル』、1997年 。

6 山谷清志 『政策評価の理論 とその展開』晃洋書房、1997年 。

7 行政評価研究会 『行政評価の視点』一芸社、1997年 。

8 藤井隆 「政府の自己評価能力について」『会計検査研究』第17号 ＼1998年3月 。

9 公職研 「事業評価 ・行政評価の可能性」『地方自治職員研修』、1998年9月 。

10 三菱総:合研究所地域プランニングセンター 『地方の行政改革 と政策評価』、1998年10月 。

11 阿部泰隆 「公共事業評価の法システム」『自治研究』第74巻10号1998年10月 。

12 山谷清志 「我 が国の政策評価 の現状分析」『行政管 理研究』No.84、1998年12月 。

13 神戸市行財政改善懇談会「新行政システムの構築に向けて一客観的事業評価基準の取組 一」

1998年12月 。

14 古川俊一 『行政評価システム研究会報告書』日本能率協会、1998年 。

15 上 山信 一 『行政 評価の時代 』NTT出 版、.1998年 。

16 窪田好男 「自治体予算編成の改革と政策評価」日本公共政策学会1998年 大会、1998年 。

17 地方 自治研修 資料センター 「地 方 自治体 にお ける政 策評価」『月刊 自治フォーラム』1999年3月 。

18 古川俊一 「業績管理 と会計制度改革の視点」『会計検査研究』第19号 、1999年3月 。

19 宮城県 「行政評価システム構築業務」報告書、1999年4月 。

20 高寄昇三 『自治体の政策評価 システム』学陽書房、1999年6月 。

21 三菱総研 「地方自治体における行政評価への取 り組みに関する実態調査」1999年6月 。

22 通産省政策評価広報課 「政策評価の現状 と課題」1999年8月 。

23 今井照 『わか りやすい自治体の政策評価』学陽書房、1999年 。

24 石原俊彦 『地方自治体の事業評価と発生主義会計』中央経済社、1999年 。

25 斉藤達三 『実践自治体政策評価』ぎょうせい、1999年 。

26 武藤博己 「市町村における行政活動の評価」日本公共政策学会、1999年 。

27 山本清 「政策評価 と会計検査」日本公共政策学会、1999年 。

28 古川俊一 「評価システムにおける管理統制 と公会計制度」『都市問題研究』2月 号、2000年2月 。

29 古川俊一「地方公共団体における評価の進め方と課題」『都道府県展望』6月 号、2000年6月 。

30 古川俊一 「分権時代の行政評価の進め方」『地方 自治職員研修』8月 号、2000年8月 。

②監査 に関す る研究

1998年 よ り地方自治体 に対する包括外部監査制度が開始 された。全国市民オ ンブズマ ン

連絡会議が、47都 道府県 と12政 令指定都市 を対象に1999年 度の監査 人の業務状況 を 「A

～D」 の4段 階で評価 したが、Bラ ンク以上の評価は21自 治体 にとどま り、東京や大阪、

愛知な ど約64%に あたる38自 治体で 「制度が有効に機能 していない(C・Dラ ンク)」 と

の結果が出た(15)。
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以上は1っ の トピヅクにすぎないが、今後、外部監査の重要性がますます増大していく

ことは間違いないものと予想される。問題は、わが国には依然として、一般に認められる

政府監査基準が存在しないということである。監査基準を欠いたまま外部監査制度が始動

した所に、わが国の現状が象徴的に表れているともいえよう。最近になってようやく、公

認会計士および会計学研究者による自治体監査研究が本格化 したところである。これまで

は、米国連邦政府の会計検査院(GAO)に 関する制度および事例の研究が、当該領域の研究

の主流であった。表4は 、政府 ・自治体監査に関する主要な先行研究をまとめたものであ

る。今後の研究のさらなる展開が期待される。

表4政 府 ・自治体監査に関する主要な先行研究

閥o 書名 編者 ・著者 出版社 発刊年
1 石井薫 『公会 計論』 同文舘 、1989年 。

2 金本良嗣 「会計検査院によるプログラム評価一アメ リカGAOか ら何 を学ぶか-」 『会計検査研

究』第2号 、1990年7月 。

3 桜田桂 「プログラム評価とわが国会計検査院による事業 ・施策の有効性の検査」『会計検査研

究』第3号 、1991年3月 。

4 山本清 「会計検査 のパ ラダイム ・シフ トに向 けて」『会計検 査研究』第8号 、1993年9月 。

5 林銑太郎 「行政監査の現状 と課題」『会計と監査』、1994年1月 。

6 木谷晋市 「GAOの監査基準の展開とその要因表題」『会計検査研究』第9号 、1994年3月 。

7 沢田達也 「費用便益分析と有効性の検査」『会計検査研究』第12号 、1995年9月 。

8 持田信樹「日本の会計検査院一検査比較の日米比較一」『会計検査研究』第12号1995年9月 。

9 金刺保「会計検査 と政策評価」『会計 と監査』1996年3月 。

10 勝野憲昭 「会計検査の国際的潮流」『会計検査研究』第14号 、1996年6月 。

11 勝野憲昭 「最も有効な会計検査の実施プロセスとは」『会計検査研究』第16号 、1997年9月 。

12 後千代 「GAOマニュアルレホ。一トに見 る検査機 関の役 割」『会計検査研 究』第16号 、1997年9月 。

13 山本清 「政策評価 と会計検査」日本公共政策学会、1999年 。

14 鈴木豊 「政府 ・地方 自治体監査構造の展開」日本会計研究学会、1999年 。

15 後千代 「米連邦政府の政策決定過程におけるGAOの 役割」隅田一豊編 『公会計改革の基軸』

税務経理協会、1999年 。

16 隅田一豊 「プログラム評価 における行政監査の役割」、同上書。

lVお わ りに

現時点(2000年)に おいて、国内外で政府会計基準の:策定作業 が急速 に進 んでいる。と

りわけわが国では、バ ランスシー トにおける固定資産の評価、連結財務諸表の作成、行政

部門 ごとの業績評価システムの構築、監査基準の作成等の問題に関する考察が急がれ る。

バランスシー トについては、2000年3月 に自治省が一応 の作成マニュアル を公表 し、各

自治体がこれに従 う方向にある。 しか し、当該マニュアルは法的強制力を持 たず、 また企
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業会計原則のような 「一般に公正妥当と認められた会計処理の基準」としての位置づけも

なされていないことから、その公表をもって自治体バランスシートの作成をめぐる問題が

すべて解決されたとみるわけにはいかない。事実、内容的にも、多くの不備や問題点が散

見される。自治体バランスシートに関する理論的考察の必要性は、今後とも高まりこそす

れ、低下することは決してないであろう。

業績評価システムについては、バランスシートを作成した自治体が次の段階としてその

導入を相次いで進めており、総じて、ABCな ど高度な原価管理システムの構築に取組む

傾向にある。当該領域では財政学研究者や政治学研究者による研究が一歩先んじているが、

業績評価の問題は、本来、会計学とりわけ管理会計論の一分野として研究されるべきもの

であり、会計研究者による今後の研究の深化が期待されるところである。

自治体に外部監査制度が導入されたことから、自治体監査についても今後、研究が精力

的に進められていくものと思われる。自治外監査に関してはこれまで先行研究は皆無に近

かったが、監査制度の施行にともない現場から新たな経験や問題が抽出され、それをもと

に今後の新 しい研究が進められるものと期待される。

現在、JICPA公会計委員会専門部会が、複数の自治体が作成したバランスシートについて、

いくつかの着眼点を設定したうえで、論点の整理を進めている。これにより、種々の理論

的問題点が明らかにされ、それぞれについて研究者や実務家が議論を尽くすことで、より

精緻な理論研究が可能となるであろう。今後はとりわけ、国内基準の国際基準との調和化

問題にも目を向ける必要があろう。
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註

(1)ア メ リカでは、「政府会計」(GovermentalAccounting)は 、「州お よび地方政府の会

計」を意味する用語 として使用されてい る。たとえば、R.W.Ear1,C.K.Susan,andE.H.Leon,

AccountingforGovernmentalandNonprofitEntities,Irwin,2000,p.833.

本稿で も、かかる用語法に したがい、「地方 自治体 の会計」 を、「政府会計」 と呼ぶ こと

にする。
(2)『 日本経済新聞』1997年3月20日 付。
(3)大 幅な財政赤字 に直面 したニュー ジー ラン ドでは

、財政状態を改善 するための諸施策

を発案す るために、現金主義会計 か ら発生主義 にもとつ く複式簿記体系 を前提 としたバ ラ

ンスシー トを導入 した。この点 については、筆谷勇 『公会計原則の解説』中央経済社、1999

年、1頁 を参照されたい。

わが国 においても財政赤字 の問題が顕在化 したことにともない、同様の研究が広 くなさ

れるようになった。
(4)熊 本県は地方 自治協会のマニュアルを前提に しているが、神戸市は独 自の手法でバラ

ンス シー トを作成 している。
(5)公 会計原則(試 案)第 一 「公会計原則設定の 目的」

。
(6)詳 しい内容 は、筆谷勇、前掲書、2-6頁 を参照され たい。
(7)『 日本経済新聞』1999年7月23日 付。
(8)自 治省財政局 『地方公共団体の総合的な財務分析 に関する調査研究会報告書』2000年

3月 。
(の 自治省財政局、同上報告書、1頁 。
(1。》一方、民間企業 の損益計算書に当たる決算書を作成す る動 きもあ る。民間企業 なみ に
コス ト管理 を徹底させ ることを 目的に、た とえば、群馬県太 田市が 「行政 コス ト計算書」

を、大分県臼杵市が 「サー ビス形成勘定」を、それぞれ公表 している。
(11)IASC理 事会に出席 した国際会計士連盟のイアン ・ボール公的部門委員長 は

、同委員

会がこのほどまとめた会計基準草案 「国際公的部門会計基準」(2000年5月)を 説明 し、理

事会 の理解 を求めた。ボール氏は、国際的な資金移動が活発化 した今 日、各国の政府部門

の財政状態 を国際的に比較で きるようにすることが重要 だ と述べ、政府会計基準の国際調

和化や各国の財政報告情報 の均質化が急務だ としてい る。
(12)自 治省基準の採用状況 については、自治省 『地方公共団体のバ ランス シー トの作成状

況 について(平 成12年8月31日 現在)』 に詳細な統計データがある。それによれば、すべ

ての都道府 県が、 自治省基準 によるバランスシー トを作成済みまたは作成 中である とされ

る。また、市区村町では、全体の約25パ ーセ ン ト(842団 体)が 、 自治省基準 によるバ ラン

スシー トを作成済み または作成 中であ るとされる。

以上の動向 とは別 に、三重 県、高知県、岩手 県な ど9県 が 「地方 自治体の発生主義会計

方式に関する研究会」(1999年9月)を 組織 し、独 自の統一基準作 りに着手 してい るこ とに

も留意 してお く必要があろう。その成果は、2000年3月 に公表されてい る。
(13)徳 江陞 「自治体会計の再構築」『企業会計』第52巻 第6号 、2000年6月 、33頁 を参

照されたい。

.(14)宮 本幸平 「自治体バランス ・シー トの作成意義 と理論的問題点」『徳島文理大学研究
紀要』第59号 、2000年4月 、においても、固定資産評価 をめ ぐる問題点を論 じてい る。
(15)最 低評価のDラ ンクとなったのは青森、福井、鳥取、愛媛、宮崎の五県 と京都市の計

6自 治体 であ る。
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